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文明の危機と脱成長社会の展望  

～連帯社会の再フレーミングを目指して～ 

 

中野佳裕（国際基督教大学社会科学研究所） 

 

はじめに： 

フランスの思想家セルジュ・ラトゥーシュらによって提唱されている脱成長（デクロワサンス）の

企図は、近年、世界各地の研究者や実践家を巻き込んで国際的な議論を展開するに至っている。脱成

長の企図は、経済グローバリゼーションがもたらす生態学的危機と社会的危機を克服するために、近

代産業文明の構成原理の抜本的変革を構想する。以下では、脱成長の理論的特徴を、（１）歴史哲学

の再編、（２）倫理の再構築、（３）民主主義の再編の三点に絞って紹介する。 

 

1 歴史哲学の再編 

過去十年間、地質学ではアントロポロセンという新語が流通している。アントロポロセンは完新世

に続く地質学上の時代区分であり、人間の諸活動が生物圏の再生産能力に影響を及ぼす時代を指す。

人類史では、産業革命以降の時代、わけても化石燃料依存の工業的生産様式の拡大成長が始まった

1860年代以降の時代がこれに相当する。この地質学上の新たな時代認識は歴史哲学の再編を迫って

いる。伝統的に西洋文明では人間の歴史と自然界の歴史は区別され、歴史学は前者のみを扱ってきた。

歴史は人間の創出した政治社会体制や文化的営為の変遷の記録として描かれてきた。しかし 1970年

代より顕在化した地球環境問題は、人間の営みが生物圏の因果関係を変容させ、その影響を人間社会

が被るというフィードバック・ループの存在を明らかにした。ここに、人類史を地球生命史の中に位

置付け検討するという、歴史哲学の再編が要求されるに至った。脱成長論は、この新しい歴史認識に

基づいて、近代産業文明の発展経路の妥当性の再検討を行っている。 

 

2 倫理の再構築 

アントロポロセンの時代が示唆することの一つには、倫理の再検討がある。今日地球規模で拡大し

た消費社会は、地球資源の枯渇や科学技術（テクノロジー）が生み出すサイド・エフェクトなど、生

物圏の再生産能力に多大な負荷をかけている。生産活動と消費活動の双方において人間の行為を見直

す必要性が高まっている。消費社会に内在する倫理的問題は〈節度〉の感覚の喪失にある。消費社会

に暮らす人間は、自らの生活が将来世代や自然界に与える影響を想像し、自らの行為に制約を設ける

力を失ったのである。〈節度〉の感覚の喪失の主因は、生産力至上主義的な〈進歩〉の思想に帰趨す

る。19世紀以来、科学技術の開発とそれに伴う産業資本主義の発達が人類の生存と繁栄を保証する

と考えられてきた。ところが、近年高まる生態学的危機、そして核エネルギーや遺伝子工学などの科

学技術に内在するリスクは、嘗ては人類の進歩の牽引役と考えられてきた産業社会とそれを支える科

学・技術・経済の体制が、却って人類の生存を脅かす可能性を顕在化した。 

この隘路から脱出するために、脱成長の企図は〈節度〉の感覚の回復を提案する。脱成長の提案す

る〈節度〉の倫理には二重の意味がある。一つは、消費社会の過剰に〝歯止めをかける〟、つまりは

暴走する科学・技術・経済の三位一体体制を〝制約し〟、〝解体する〟、という意味である。もう一
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つは、際限なき経済成長を目指すのではなく、楽しい生活を創り分かち合う（コンヴィヴィアリテ）

という新しい社会目標の下で、より少なく生産・消費し、生態系にも負荷をかけない、節度ある生活

様式を構築するという意味である。 

 

3 民主主義の再編 

脱成長は、節度のある社会の構築を目指す市民的企てである。政治哲学の視点から見た時、脱成長

は近代民主主義のテーマの刷新を目指していると言える。近代民主主義の誕生は、17 世紀から 18世

紀にかけて起こったヨーロッパ市民革命、すなわち絶対王政の支配から民衆を解放した経験を起源と

する。その基本原理は、民衆に対して権利保障を行い、統治者の権力を法によって限定することにあ

る。この「権力の限定（あるいは抑制）」という考えは、産業革命以後、労働問題やジェンダー・人

種差別などの諸問題が顕在化するにしがたい、その適用範囲を経済的・社会的・文化的問題へと拡大

してきた。そして 20 世紀後半に起こった消費社会のグローバル化は、社会的・経済的不平等と生態

学的危機を地球規模で引き起こすにいたっている。将来世代を含めた多くの民衆の生存が危機に晒さ

れている。トクヴィルは民主主義の原理を「条件の平等化」と定義するが、消費社会は人類の生存条

件の平等を脅かしている。今日の危機の状況を踏まえた時、消費権力を抑制し、生態学的・社会的生

存条件の公正な分配を空間軸と時間軸の双方で実現していくことが重要である。 

脱成長のこのような問題関心は、19世紀フランスにおいて生成した社会主義の原理を、エコロジカ

ルな民主主義社会の形成へと発展させることに貢献することになる。フランスでは 19 世紀以来、産

業社会の引き起こす失業・格差・排除の問題の是正に取り組む政治理論が形成されてきた。代表的な

ものは 19 世紀の社会主義と連帯主義である。社会主義は、協同組合やアソシアシオンなどの中間組

織の活動を通して地域社会の自主管理を行う、多元主義的政治体制である。社会主義からは「連帯」

「相互扶助」などの理念が生まれ、19世紀末には共和国的連帯主義の誕生へと導いた。共和国的連帯

主義は、各地域に存在する多様な中間組織の活動の保証と支援を促進する媒介役として国家の役割を

強調する。その国家モデルは連帯国家と呼ばれている。連帯国家は 20 世紀フランス福祉国家へと引

き継がれ、今日その理念は、連帯経済に代表される経済民主化運動によって発展させられている。 

脱成長論は、フランス社会主義と連帯主義が発達させた自主管理と多元主義の理念を尊重しつつも、

その国民経済政策とは距離を置く。なぜなら両者は共に拡大成長型経済をその福祉政策の基礎に置く

からだ。今日の生態学的危機を考慮した場合、従来の政治経済モデルのエコロジカルな転換こそが必

要である。脱成長の企図は、フランス社会主義の伝統において培われた「多元主義」「自主管理」「連

帯」の理念と実践を、エコロジー思想の理論的枠組みから再構築しようとする。脱成長は、生産力至

上主義的な福祉国家パラダイムを超えた、エコロジカルな民主主義社会を構想する。 

 

おわりに： 

脱成長の企図は、近代産業文明の構造的矛盾を原理的な側面から検証し変革することを提案する。

人類の長期的な生存パターンを地球生命史の中で考察することは、経済だけでなく、民主主義にとっ

ても挑戦である。持続可能な地球文明の基礎となる連帯社会の探求は、脱成長の企図の重要テーマの

ひとつである。 


